
静岡県立大学

○ 産学官連携体制図

○ 成 果 事 例

・本部（センター)の構成概要
知的財産の管理・活用を行

う知的財産部門と産業界、公
設試験研究機関等との連携活
動を行う産学官連携部門を一
体とする「産学官連携推進本
部」を平成20年12月に設置
した。本部長に副学長をあて、
知的財産の活用と産学官連携
について、全学をあげて戦略
的に推進する機能を果たして

いる。

・本部（センター）の特徴
産学官連携を戦略的に推進

するため、学長をトップに据
えた産学官連携戦略会議を設
け、産学官連携を機動的かつ
効率的に実施する体制を整え
た。戦略会議で基本的な方針
を検討・決定し、トップダウ
ンにより各部門がその役割を
迅速、的確に果たすこととし
ている。

大学等名 ： 静岡県立大学

連携 連携 連携

産学官連携戦略会議
議長（木苗 直秀 学長)

産学官連携推進本部
本部長（山田 静雄 副学長）
副本部長（中山 勉 教授）

産学連携推進部

企業からの相談窓口
共同研究の支援
受託研究の支援

知的財産部

発明の審査
知財の創出・管理・活用
知財戦略の策定と推進

産学連携
推進委員会

○産学官連携コーディネーター【１名】
○産学連携スタッフ【２名】

○知的財産コーディネーター【２名】
○特許活用アソシエイツ【１名】
○特許管理スタッフ【１名】
○事務補助スタッフ【１名】

連携

自治体、公的機関自治体、公的機関 他大学他大学 外部ＴＬＯ(静岡ＴＬＯ等)外部ＴＬＯ(静岡ＴＬＯ等)静岡県公設研究機関静岡県公設研究機関 産業界産業界

利益相反委員会

事務局 教育研究推進部産学連携室事務局 教育研究推進部産学連携室

発明委員会

専任職員（1名） 兼任職員（1名）

連携

（平成23年度）

概 要

米ペーストを使って新市場創出と地産地消を促進

趣旨・目的

大学等名
機関名称

（米ペーストの実用化推進）

成果及び効果

本学の貝沼やす子教授（現本学名誉教授）
は、米をすりつぶしててペースト状にした
「米ペースト」を開発した。パンや和洋菓子、
麺類など幅広い用途が見込まれる米ペースト
を普及させるため、地域産業界や産業支援団
体、地元自治体等の産学官が連携。新市場の
創出による地域企業の活性化や、地元で獲れ
た米を消費する地産地消、米消費拡大による
農業の活性化を目指している。

米ペーストは、従来の米粉と比べ安価に製
造でき、米でんぷんの単粒径とほぼ同じ５
μmとなる特性から、パン製造において小麦
粉代替として30％使用しても小麦粉100％
パンと同等の食感が得られるほか、和洋菓子
や麺類など、従来の米粉では使いづらかった
食品への応用、新たな分野への活用が見込ま
れ、本学において特許出願した。

本学の産学官連携推進本部は「米ペースト
実用化構想」を提案、静岡県食料産業クラス
ター協議会の支援を受けて地域企業による
「米ペーストプロジェクト」が始動した。１
次産業から３次産業までを網羅した新市場創
出、産業の活性化に取り組んでいる。

・これまで地域の中小企業だけでは難しかった大学の発明の実用化が、
本学の産学官連携推進本部の関わりにより、地元自治体、産業支援団
体の積極的な支援を引き出した。これら団体の「米ペーストプロジェ
クト」参画により、１次産業から３次産業までを網羅した地域産業の
大きな活性化につながることが期待される。
・米ペーストの普及促進は、農林水産省が目標とする米粉消費拡大、
食糧自給率の向上に貢献する。また、地域で獲れた米を用いて米ペー
ストが生産され、この素材がパンや多くの食品を生み出して地域で消
費されることにより地産地消の促進が期待できる。

特許出願：「米を原料とする食材並びにこれらを用いた加工食品それらの製造法」（特願
2010-010858）ほか

静岡県立大学

米1：水0.8で

生成した
米ペースト
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青山学院大学

○ 産学官連携体制図

・本部（センター)の構成概要
法人本部管理部に知的財産管理

主管があったところを、2006年
6月に本部総合企画部事業開発・
推進グループ内に、知的資産連携
機構のプロジェクト事務部門を置
き、青山学院全体の知財基盤策定
業務にあたる。
・本部（センター）の特徴
1. 研究の成果は個人帰属が基盤で
あり、青山学院でマネジメントす
る為の自発的な権利委譲へのソフ
トランディングを図っている。
2.知的資産台帳（MOAG)と知財
カルテDBを構築している。
３．青山学院の設立理念を基盤と
し、設置学校全体の教育と研究の
成果を対象に知的資産パッケージ
としてマネジメントする。
4.知財クリニックを併設し、知財
創出のアーリーステージである日
常のリスクマネジメントから臨床
的知見によりサポートにあたる。

青山学院知的資産連携機構 青山学院大学知財クリニック

短期大学短期大学

青山学院知的資産連携機構青山学院知的資産連携機構

機構長：理事長 半田正夫

議長 機構委員会：各設置学校長等22名

専門委員会：3専門委員会 18名

大学 学長 伊藤定良大学 学長 伊藤定良

高等部高等部

初等部初等部

幼稚園幼稚園

校友会校友会

IVYCS(旧青学サービス）IVYCS(旧青学サービス）

その校友諸団体その校友諸団体

知財クリニック
大学院法学研究科長 知財法務プログラム主任

教授 菊池純一

知財クリニック
大学院法学研究科長 知財法務プログラム主任

教授 菊池純一

AGDマテリアル株式会社
D-taｇ検討委員会

フォトクロミズム研究コンソーシアム 他

AGDマテリアル株式会社
D-taｇ検討委員会

フォトクロミズム研究コンソーシアム 他

中等部中等部

本部 理事長 半田正夫本部 理事長 半田正夫

本部総合企画部
事業開発推進グループ
知的資産連携機構担当

一般職員 1名
知財インターン 3名

（4名中 知的財産管理技能士2級2名）

知財台帳知財台帳 知財カルテ
ＤＢ

知財カルテ
ＤＢ

大学院法学研究科ビジネスローセンター
知財ドクターチーム 6名
（弁護士2名 弁理士2名）

知財インターン 2名

英語教育研究ｾﾝﾀｰ英語教育研究ｾﾝﾀｰ

総合文化研究所総合文化研究所

外部ＴＬＯ外部ＴＬＯ 金融機関金融機関

連携連携

テストベット

テストベット連
携
連
携

知財信託設定
シミュレーション

インキュベーション

青山学院アスタジオ青山学院アスタジオ

連携連携

医療機関医療機関

社
学
連
携

社
学
連
携

学校法人による運営
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青山学院大学

○ 成 果 事 例

AGDマテリアル株式会社

「AGDマテリアル株式会社」は、学校法人青

山学院と協力企業との共同出資にて設立した、
ハイテクスタートアップベンチャーで、高品
質単結晶自立膜ダイヤモンドを研究素材とし
て提供することを目的としている。

趣旨・目的

大学等名 青山学院大学
機関名称 知財クリニック

（製品イメージ図 AGDマテリアル株式会社 案内パンフレットより）

人材育成：職員を積極的に国内外に派遣し、技術調査および連携契
約、技術提供（MTA含む）契約を締結した。知財クリニックにおい
て、従事した知財インターンを1名が派遣されており、知的財産の活
用を含むリスクマネジメントを実際に体験したリサーチアドミニス
トレーター人材を社会に提供した。
国際産学連携：ドイツの国立研究所とダイヤモンド膜の活用につい
て共同研究が始まった。
ベンチャー支援：会社の運営支援ならびに、技術調査を双方で協力
して行なっている。新技術開発も進み、特許も6件出願した。
地域との連携：相模原キャンパスより、神奈川県下の協力企業と共
に政策提言などの公募に対し、応募が盛んになった。

成果及び効果

概 要

出資
個人2名 学校法人青山学院 セキテクノトロ

ン株式会社 トーメイダイヤ株式会社 並木
精密宝石株式会社

現在1インチφの単結晶ダイヤモンド自立膜は

高品質で安定し、歩留まりの向上が見られる。
アプリケーションマーケットは、半導体基板
のほか、生化学測定プローブ、放射線センサ、
特殊窓、宝飾など多岐にわたる開拓が行われ、
基板と測定プローブは実用化し、出荷されて
いる

特許保持 国内外 2件
出願 国内外 6件

青山学院大学理工学部化学生命科学科阿部研
究室において、開発された高速フォトクロ
ミック分子の実用化とその分子設計ノウハウ
をもとに、「フォトクロミズム研究コンソー
シアム」を設立した。参加企業からの派遣研
究員は研究コンソーシアムの分子設計研究セ
ンターに出向し、そこで研究開発を行う業態
をとっている。
参加企業は、三社である。
研究コンソーシアムの中での技術ノウハウ等、
研究成果及び情報開示については、学校法人
青山学院と当該企業の二者で秘密保持契約を
締結している。

概 要

フォトクロミズム研究コンソーシアム

・大学として、阿部研究室が円滑に大型プロ
ジェクトを遂行できる組織的環境を整える。
・研究に関わる企業間で友好的な研究協力体
制を築き、産学連携を円滑に遂行する。
・産学連携を踏まえ、高性能フォトクロミッ
ク分子の研究開発で、世界をリードするフォ
トクロミック新技術を確立し、新たな事業創
成の源泉となる。

趣旨・目的

大学等名 青山学院大学
機関名称 知財クリニック

高速発消色フォトクロミック化合物による機能性材料の合成は、で
ディスプレイや照明などの様々な光学装置や、変色の必要な物品全
てについて高速化、省電力化を実現する。その活用範囲は精密な光
学装置から、玩具まで多様である。
現在、 “架橋型ヘキサアリールビスイミダゾール(HABI)”シリーズ
のうち、[2.2]パラシクロファン骨格を有するpseudogem-
Bis(diphenylimidazole)[2.2]paracyclophane 1が製品化された。
また阿部研究室の分子設計のノウハウを中心としたこのコンソーシ
アムという研究環境は、ＣＲＥＳＴなどの大型プロジェクト受託や、
新たな学学連携を構築することができた。

成果及び効果

（開発されたフォトクロミック分子発消色のメカニズム例）
阿部研究室ホームページより
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創価大学

○ 産学官連携体制図

創価大学社会連携・知的財産
戦略本部

・本部の構成概要
知的財産プロデュース部門、

産学連携展開部門、知的財産
展開支援部門、経理部門の4部
門からなる「リエゾンオフィ
ス」を事務組織として平成20
年12月1日より本部を設置し、
知的財産活動の基盤組織とし
ての機能を果たす体制整備を
行った。

・本部の特徴
本部の設置により、知的財産

専門部会を擁し、知財の創出、
取得、管理、保護から戦略活
用にいたるまで、集中的かつ
戦略的に産学官連携活動を推
進している。

大学等名 ： 創価大学
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創価大学

○ 成 果 事 例

1）弁理士等によるコンサルティングを実施し、

コンソーシアムのポリシー、組織体制、参加条
件等の検討を行った。

2）関連する特許群のパテントマップを作成し、

特許技術のマッピングによる可視化を実施し、
事業化までの戦略を検討した。

3）プレスリリースおよび記者発表会の実施な

どをはじめとした広報活動の展開。

概 要

知財を核としたコンソーシアムの設立

本学の特許群による知的財産権を核とし
たコンソーシアムを形成することにより、
複数の企業が互いに連携し、利害関係を超
越したウィンウィンの関係性を維持しなが
ら、必要に応じて協業連携のできる体制の
構築と、産学官連携事業の拡大を目指した。

趣旨・目的

大学等名

機関名称 創価大学

（コンソーシアムの体制図）

1）法的コンサルティングを実施し、ポリシー、運営体制などを整備する中で、コンソーシアム参加基準等を含む
「ＳＰＡＮ ＰＲＯＪＥＣＴコンソーシアムポリシーについて」、「参加に関する契約書」を作成した。中心とな
る大学発ベンチャー企業にライセンス契約を行うなど、知財権の扱いについても取り決め、複数の民間企業と緩や
かに連携しながら、相互に戦略的な事業展開を可能とした。新たな知財の活用事例としても期待される。

2）パテントマップ等をもとにしながら、戦略的検証を行ったことにより、戦略に不要な特許出願の取り下げや新た
な周辺特許の構築、特許出願を推進し、より強い特許群とした。

3）「ＳＰＡＮ ＰＲＯＪＥＣＴコンソーシアム」の設立に際し、平成21年10月1日にプレスリリースおよび、記者
発表会を行い、記者発表会後には複数の民間企業からの商談にも応じ、コンソーシアムを拡充した。

成果及び効果

東日本

海外西日本

CSJ

D社 F社

F社 G社

SPAN Project

受託研究共同研究

SU

A社 C社

D社

B社

A大学

開発部門 製造部門 販売部門

新技術の開発

CSJ

D社

B社 G社

部材供給

部材供給

新技術の製品化・量産化

通常実施権の許諾

製品販売、販路開拓

コンソーシアムの運営

運営部門

CSJ

新技術 納品

輸出

F社

顧客ニーズの提供

E社

知的財産権の流れ

1）本学版の知的財産創造サイクルを可

視化し、産学官連携による知的財産戦略
大綱を策定する。

2）技術シーズの発掘および技術移転を

推進するための競争的研究資金の申請
を柱にしたロードマップの策定。

3）地域連携を推進し、共同研究活動など

をすすめる、八王子商工会議所を介した、
地域連携、研究活動推進のロードマップ
を策定する。

概 要

戦略展開のためのロードマップの策定

知財本部の設立に伴い、本学内の知
的財産創造サイクルをより効果的かつ
実効的な戦略として戦略展開のための
ロードマップを構築し、日常的な、研
究支援活動の中で産学官連携活動を具
体的に進められる体制を整備する。

趣旨・目的

大学等名

機関名称 創価大学

（産学官連携による知的財産戦略大綱 ）

1）「産学官連携による知的財産戦略大綱」（上記）を策定した。連携するＴＡＭＡ-ＴＬＯや、八王子商工会議所との学
外連携から、ラボノート作成、競争的研究資金の活用など具体的な戦略が可視化され、効率よく業務を推進できる。

2）ロードマップ「ＪＳＴシーズ発掘試験等を活用した産学官連携の推進」を策定した。21年度にはシーズ発掘試験に採
択を受け、知財に関する研究開発を推進した。22年度はＡ-ＳＴＥＰへの申請など推進し、私立大学戦略的研究基盤形成
支援事業に知財に関する研究が2件採択をうけた。

3）ロードマップ「地域企業との連携による試作品開発・共同研究等の推進」を策定し、研究者に配布告知した。平成22
年3月18日には、八王子商工会議所と連携し、地域企業の見学ツアーを開催した。試作品開発など連携が進んでいる。

成果及び効果
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同志社大学

○ 産学官連携体制図

同志社大学

・構成概要
平成14年5月京田辺校地にリエ

ゾンオフィスを開設し、産官学連
携・社会連携活動の取り組みを本
格的に開始。平成15年に知的財
産センターを設立し、それらを包
含する研究開発推進機構が発足。
その後、今出川、東京、東大阪に
オフィスを開設。平成19年3月に
インキュベーション施設「D-
egg」を設立。
・特徴

平成20年度から文部科学省産
学官連携戦略展開事業（戦略展開
プログラム）の採択を受け、「学
術指導契約」の導入、「職務著作
権」及び「商標」に係る規程検討、
ＮＰＯ法人同志社大学産官学連携
支援ネットワークとの協働による
「社会起業家養成塾（仮称）」設
立の検討など、文系の産官学連携
体制整備及び基盤強化活動に取り
組んでいる。

国際 連携推進機 構

研 究 推 進 担 当 副 学 長
研 究 開 発 推 進 機 構 長

学 長

研究開発推進機構

リエゾンオフィス所長 （長岡直人）
知的財産センター所長 （長岡直人）

産学連携リエゾン部門
（副所長：伊吹）

○インキュベーションマネージャー 【4名】
・中小企業基盤整備機構IM

（山本、清水）
・京田辺市IM （大西）
・大学IM （曽我）

◆大学発ベンチャー支援
◆インキュベーション施設の運営

※人文社会系産学官連携コーディネータ 【2名】
（小林、大神）

○大学産学官連携コーディネータ 【4名】
（平尾、一井、松井、尾崎）

○大学・東京リエゾンオフィス 【1名】
産学官連携コーディネータ （佐野）

○NEDOコンダクター 【1名】 （高野）

○大学知的財産コーディネータ 【2名】
（厳樫、田中）

◆知的財産の創出支援
◆知的財産の権利化・維持・管理

◆産学官連携の推進
◆社会・地域との連携促進

研究開発推進課 ≪事務組織≫
○専任職員（藤井、岡埜、土佐、藏野） 【4名】

○契約職員・派遣職員等（成瀬、岡田、渋谷、福島、上田、植村、長谷川） 【7名】
○事務補助スタッフ（岸田、福岡、中村、堀井、鐘ヶ江、土谷、高坂、橋本、平野） 【9名】

けい は んな

金融機関

（京都銀行、池田
泉州銀行、日本ﾍﾞ
ﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙなど）

・京都府

・京都市、京田辺市

KUTL O-N ITT

・NPO法人同志社大学
産官学連携支援ネットワーク

・同志社校友会大阪支部産官
学部会

連
携

D-egg 

（インキュベーション施設）

運
営

同 志 社 大 学

【研究部門】

連携

研究センター（群）

寄 付 教 育 研 究
プロジ ェクト（群）

学 部 ・ 研 究 科

連
携

連
携 連

携

連
携

ベンチャー支援部門 知的財産部門
（副所長：宮本）

【事務部門】

学 部 ・ 研 究 科

事 務 室

連携
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同志社大学

○ 成 果 事 例

①先ず、全国の４年制全ての大学にアンケート調査を実
施し、大学における管理に実態を把握した。（回収率
約４４％）

②その後、著作権管理規程及び商標管理規程の素案を作
成し、その素案を元にして、30数校の大学を訪問し
て、 素案に対する意見を聴取した。尚、意見を聞い
た大学は、国公私立別、総合・単科別、関東・関西・
中四国別にそれぞれ選択して行い、偏りのない意見の
聴取に務めた。

③各大学の意見を入れた第二次素案を作成し、知的財産
法の専門家である弁護士と産学連携関係法の専門家で
ある弁護士に法律面からのアドバイスを受けた。

④前記の手順を踏んで、各管理規程の雛形を作成すると
ともに、ポイントとなる条文については解説文の作成
を行った。

概 要

大学における著作権・商標管理規程（雛形）

大学における著作権の取扱いは、従来は著作者である
教員や研究員等が著作権を自ら保有することが一般的で
あったが、権利意識の高まりがあり、更にデジタル化に
伴う権利問題の発生も危惧される状態となりつつある。

このような環境の変化に、個々の教員や研究者が権利
の管理・取り扱いを行うことが困難になりつつあると考
えられる。

そこで、大学における著作権管理規程、商標管理規程
の雛形を提供し、この雛形を基本に各大学の特色を付け
加えて管理規程に作成を容易にすることとした。

趣旨・目的

大学等名
機関名称

（ 大学における著作権・商標管理規程（雛形） ）

①著作権管理規程雛形
１１章、２５条、２付則からなる管理規程を作成した。

②著作権管理規程（雛形）の留意ポイント
９項目からなる留意（注意）ポイントを作成した。

③商標管理規程雛形
１５条、２付則からなる管理規程を作成した。

④商標管理規程(雛形）の留意ポイント
９項目からなる留意（注意）ポイントを作成した。

⑤３月末に報告書を大学を含む関係者に配布したところ、複数の大学から規程内容
について問い合わせがあり、大学での著作権・商標管理に対する注目度が高いこ
とが判った。

成果及び効果

同志社大学

概 要

社会起業家養成塾

趣旨・目的

大学等名
機関名称

図（写真）等

成果及び効果

同志社大学

新規なアイデアとビジネスの手法を用いて、社会的課題の解決
や望ましい社会環境の創造を持続可能なビジネスモデルとして取
り組もうと決意した者を塾生として選抜し、塾が持つ産学連携の
リソースを活用し、①塾生のビジネスモデルをプラン段階から実
践に耐え得るものにブラッシュアップし、しかも、②自立的に収
支の合う持続可能なビジネスモデルになるように育て上げ、かつ、
③卒塾時には社会起業家同士の人的ネットワークの拡大に貢献出
来る人材に育成し、その結果、塾生の一人ひとりがネットワーク
を活かしながらも、それぞれが自立した（公的助成に依存しな
い）一人前の社会起業家として塾から巣立っていく事を目的とす
る

入塾希望者を広く募り、書類選考と面接を通じ入塾対象者を
決定する（2011年度は５者（社）目標）。
入塾決定後、まず入塾者の塾での達成目標と行動スケジュー

ルを決め、半年かけて支援活動を行う。担当の事業化コーディ
ネーターによる塾生への助言と二人三脚による伴走支援を基本
ベースとしながらも、サポート企業への訪問（経営者からのビ
ジネスアドバイスを含む）、一泊二日の合宿（集中起業セミ
ナー）、バーチャル・ボードミーティング（仮想取締役会）、
大学教員による事業化に関する助言、産学連携に関する相談・
紹介、サポート士業会会員による無料顧問サービス（期間中の
み）等、入塾者の事業ニーズに応じた多種多様なプログラムを
選定し実施する。

半年後無事卒塾に至った時、卒塾者は本塾のメンター会に属
することとなり、後輩の育成並びに自身のネットワークの拡充
にも寄与することになる。

昨年度は開塾初年度でもあり、入塾生は２者（社）であった。昨年得たノウハウを活かし、今
年度は５者（社）を予定している。次年度は更に増やす可能性もあり、本塾が輩出した塾生がメ
ンター会を組織し、元々本塾が持っていたネットワークに加えて、塾生に近い立場でのつながり
が確立し、更に厚みを持つことを想定している。

本塾への入塾希望者の目的のひとつが卒塾後そのメンター会員になることになるほどの広がり
が出てくることになれば、分野は違っても社会貢献活動の輪が広がり、横の繋がりが厚い層をな
し、それらが互いに助け合う仕組みを生む事ができると考える。スタートは小さなものであって
も、この広がりが社会に与える影響は大きいと考える。

東日本大震災の復興も一時期のボランタリー活動だけでなく、数年に渡っての支援が必要であ
るように、持続していくことが求められる。本塾の目的も自立・持続可能な社会起業家の養成で
あり、本塾から輩出された団体が震災の復興支援の持続的な活動の一助になるビジネスモデルを
生むことも効果として期待している。
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